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日本 私 立 大 学 協 会

く不書の紹介〉

歴史上一国が繁栄するとき、そこにはかつてギリンャ、イタ リア、フランス、 ドイツ、

そして今日のアメリカ合衆国がそうであるよう|こ、世界の最先端を行 <優 れた大学があつ

た (C.Kerr,The Frantic Race to Remain Contemporary,Contemporary∪ niversity,ed.

R.S.Morttson,1966)と いわれる。一国の楽枯盛衰は、その国が師よりも真理と正義

を愛する厳粛なアカデミズムの精神を尊重 し、市場の二十ズ|こ敏感な私立大学の教育と

学問研究の自由な風土を保障するととも|こ、その社会的先導性の使命を理解 しているか

否か |こかかっている、と言っても過言ではない。

この本は 「日本私立大学協会 50年 史」として企画されたが、内外の膨大な資料収集

の過程で内容が膨らみ、結局 「私学振興史」 (本編 ・資料編)に 落ち着いた。本書は第 1

級資料に基づき、グローバルな視野の下に、なぜ私立大学

は結束 し 「日本私立大学協会」を創設 したのか、日本の私

立大学はいか |こ官僚の大学支配や官尊民卑の偏見と闘つて

きたが、また、 リベラル ・アーツ教育を通 じて自由民権の

思想を導入 し、どう個の成熟と社会の発展 |こ寄与 してきた

が等々、世界の大学の原点から時系列的|こ日本の私学が辿つ

てきた辛苦の私学振興の歴史を明らか|こしたものである。

パラダイム転換期 |こあつて未来が不透明な今 日、今後あ

るべき文教政策の羅針盤としてお役 |こ立ちたい。学会、財

界、政界、官界を問わず、と<|こ社会の舵取り|こ当たるも

の|ことつては必読書であろう。
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第1章 大 学の原点

11 大 学の使命

12 ミ ュトスからロゴスヘ :大学の誕生

1.3 ア テナイ神殿回廊を講義室とした 「ソクラテス学苑」の誕生

1.4 理 想のポリスを求める 「アカデメイア学苑」の誕生

15 ポ リスからコスモポリスヘ :「リュケイオン学苑」の誕生

1.6 ヘ レニズム期の大学 :迷える心の拠所を求めて

17 ギ リシア哲学とユダヤ教との結びつき

18 ギ リシアからローマヘ:大学の開鎖とキリスト教の学問支配

19 世 界における大学の誕生

191イ タリアにおける大学の誕生iボローエア大学

19-2フランスにおける大学の誕生:パリ大学

19-3イギリスにおける大学の誕生:オックスフォード大学

19-4アメリカにおける大学の誕生:ハーバード大学

195ド イツにおける大学の誕生:プラハ大学

110 世 界の大学知力と国力との相関

第2章  明 治維新と第1次教育改革

21 明 治維新の背景

22 自 由民権思想の規制

2.3 明 治憲法と宮僚機構の強化

2.4 幕 末の教育機関

25 文 部省の設置と学制

2.6 教 育令の公布

27 大 日本帝国憲法と学制改革

28 大 学令の公布と私学の設置認可

29 富 国強兵の号令

210 日 清戦争～日露戦争の学制改革

211 第 一次世界大戦後の学制改革

2.12 日中戦争～太平洋戦争の学制改革

213 国 際的な孤立化と太平洋戦争への突入

第3章 敗 戦の教訓と第2次教育改革

31 ポ ツダム宣言の受講と新憲法の制定

3.2 教 育基本法の制定

33 学 校教育法の制定と大学基準協会の発足

3.4 私 立学校法の制定

第4章 私 学の大同団結

41 カ ミカゼ・原爆 ・敗戦・た然自失 :1945年(昭和20年)

42 廃 墟に凛然と立つ全私学の奮起 :1946年(昭和21年)

4.3 守 旧勢力との攻防戦 :1947年(昭和22年)

第5章  日本私立大学協会の設立と車創期の事業

51 私 大主導の改革と憲法第89条問題 :1948年(昭和23年)

52 新 制大学の急増対策 :1949年(昭和24年)

53 朝 鮮戦争 ・赤狩り・民主改革の頓挫 :1950年(昭和25年)

54 新 制大学の急増と日本私立大学協会の分裂:1951年(昭和26年)

第6章  日 本私立大学協会の分裂と再建期の事業

6_1 私 立学校振興会法と私学の躍進 :1952年 (昭和27年)

62 私 立学校教職員共済組合法を巡る論争と日本私学団体総連合会

からの私大連盟の脱退:1953年(昭和28年)

63 私 立学校教職員共済組合の掛金減率闘争 :1954年 (昭和29年)

64 日 本私学団体総連合会解散と全私学連合結成:1955年(昭和30年)

第7章  経 済の高度成長と発展期の事業

71 大 学設置基準 (省令)の制定と規制強化:1956年(昭和31年)

72 私 大研究施設への国庫補助の瑞兆:1957年(昭和32年)

73 田 大桜門ビルから「私学会館」へ移転:1958年(昭和33年)

74 伊 勢湾台風への支援活動と本協会の法人化|:1959年 (昭和34年)

75 安 保闘争、ベトナム戦争、国公立大学の法人化:1960年(昭和35年)

76 科 学技術者の育成に向けて:1961年(昭和36年)

77 学 校法人の紛争調停に向けてi1962年(昭和37年)

78 私 学振興会法の一部改正と国公立大学の学校法人化案:

1963年(昭和38年)

79 学 校法人設置認可基準の改正:1964年(昭和39年)

第8章 東西冷戦の拡大と大学紛争期の事業

81 慶 応義塾大学の全学ストと本協会の対応:1965年(昭和40年)

82 早 稲田大学の全学ストと本協会の対応:1966年(E召和41年)

8.3 大 学紛争の拡大と私立大学経常費の国庫負担制度の実現に向けて:

1967年(昭和42年)

84 私 大教職員人件費への国庫負担制度の実現に向けて:

1968年(昭和43年)

85 大 学紛争の地方大学への飛び火と田庫負担制度の実現に向けてi

1969年(昭和44年)

86 学 生運動の成田闘争・反安保闘争へのシフトと私大への

経常費補助の要求決議11970年(昭和45年)

87 株 価大暴落・学校法人会計基準の制定。大学改革:

1971年(昭和46年)

88 連 合赤軍浅間山荘事件・学費値liげ反対運動再燃と大学改革:

1972年(昭和47年)

第9章 第 3次教育改革期の事業

91 オ イル・ショック対策と私学振興助成法案対策:1973年(昭和48年)

92 第 3次教育改革の曙光と本協会の見解i1974年(昭和49年)

93 私 立学校振興助成法・高等教育計lal問題対策:1975年(昭和50年)

94 主 任制度化・入学卒業の弾力化と本脇会の活動:1976年(昭和151年)

95 高 等教育充実対策:1977年(昭和52年)

96 質 的充実・特色化のための経常費補助金の要求:1978年(昭和53年)

97 「 国際人権規約Jの公布・国際協力事業の推進!1979年(昭和54年)

98 格 差足i正・税制改善要求:1980年(昭和55年)

99 週 休|二「J怖J・生涯学習'国の発展と高等教育:1981年(昭和56年)

910 奨 学事業対策と私学会館の改善:1982年(昭和57年)

911 教 育改草7つの構想と私大3団体の統合問題:1983年(Hだ和58年)

912 私 大連合の発足と私学会館の改築落成:1984年(昭和59年)

913 福 利厚生の充実と公的年金制度改革に向けて:1985年(昭和60年)

914 私 大関係予算の満額要求,1986年(昭和61年)

915 大 学審の設置・私大会計経理問題対策:1987年(昭和62年)

916 税 神1改■対策:1988年(昭和63年)



第10章 本 協会成熟期の事業

10.1 臨定問題と大学審・中教審への対応:1989年(平成1年)

102 バブル崩壊時代を迎えた本協会の活動:1990年(平成2年)

10.3 学位授与機構設置・大学教育の改善に向けた本協会の活動:

1991年(平成3年)

104 大学院の量的整備・高等教育改革,憲法第89条問題の再浮上i

1992年(平成4年)

105 不公平是正をめぐる本協会の活動:1993年(平成5年)

106 教員採用の改善・1$=96円 ・補助金増額・税制対策:

1994年(平成6年)

10.7 阪神淡路大震災,地下鉄サリン事件・各種審議会への対応,

創立50周年記念事業の準備:1995年(平成7年)

10.8 創立50周年記念事業実施・大学改革・臨定問題・規制緩和:

1996年(平成8年)

109 2000年以降の大学の将来構想に対する本協会の見解i

1997年(平成9年)

101021世紀の大学像と今後の私大改善に向けた対策:1998年(平成10年)

1011自己評価の義務化・第二者評価の努力義務化:1999年(平成11年)
101220世紀の総決算・ブッシュ大統領誕生・大学改革支援・

高等教育研究所附置と本協会の活動,2000年(平成12年)

第11章 私 学 3法などの成立に向けて

11.1 私立学校法の制定

112 私 学の戦災復果のための話施策

11.3 私立学校振興会の設立

11.4 私立学校教職員共済組合法の制定

115 私 立学校研究設備助成補助金の設定と拡充

116 学 生寄宿舎建設費への融資制度の設定

117 私 学研修福社会の設立

11.8 医歯系大学附属医院への融資制度の設定

119 日 本育英会 「私大特別貸与奨学金」と私大奨学事業の実現

1110私 立大学等経常費補助金制度の創設と拡充

1111日 本私学振興財国の設立

1112学 校法人に対する税法改正などの推進

11.13私立学校振興助成法の制定

11.14私立大学退職金財団の設立

11.15私立大学等研究装置等施設整備費補助金の設定

1116大 学審議会の新設と大学設置 ・学校法人審議会の発足

11.17私立大学ハイテク・リサーチ・センター整備事業の実現

第12章 高 等教育改革の展開に向けて

12.1 臨時教育審議会 (昭和598-628)

12.2 大学審議会 (昭和62.9～)

123 中 央教育審議会 (第15期:平成7年 4月～)

第13章 私 学助成をめぐる活動

13.1 私立大学への公費導入に向けて

13.2 経常費補助金の実現に向けて

13.3 教育研究施設設備補助金の獲得に向けて

第14章 教 育学術の質的充実と研修事業の展開

141 大学教務研究委員会

142 大 学図書館研修委員会

143 学 生生活指導研究委員会

144 就 職委員会

14.5 大学経理財務研究委員会

14.6 大学事務研究委員会

第15章 国 際交流 ・協力の経緯

はじめに

151 国 際大学協会 (IAU)

152 世界大学総長協会 (IAUP)

153 イ スラエル・ヘブライ大学との交流事業

15.4 中国内モンゴルおよび新彊ウイグル自治区への協力

15.5 教職員 ・学生研1ケ団の派遣

第16章 広 報・出版活動の推進

161 教 育学術新聞

162 全 国私立大学入学案内

163 私 立大学運営要項

164 教 育哲学研究の発刊

第17章 第 3次教育改革の端兆

171 大 学紛争を契機とする経済同友会の提言(1969,7,30)
172 大 学改革に関する中央教育審議会の答申(1969,4,30)

173 大学紛争の要因をめぐる中央教育審議会の第2次答申

174 日本経営者団体連盟の基本的見解(1969,9)

175 大 学問題に関する自民党文教制度調査会の中間報告

176 高 等教育改革の重要事項に関する本協会の見解

(第一次報告1971,6,14)

177 時代的要請にもとづく臨時教育審議会の設置

178 大 学審議会の設置と審議経過

第18章 大 学改革の世界的動向

181 ア メリカ合衆国の大学改革

18.2 イギリスにおける大学改革

183 フ ランスにおける大学改革

184 ド イツにおける大学改革

185 中 国における大学改革

第19章 社 会の成熟と大学の役害」変化

191 民 主社会における大学の使命 :個の成熟

192 個 の成熟にともなって社会は発展する

193 民 主社会における大学の羅針盤としての役割

194 グ ローバルな社会的協力と新しい大学の使命

195 公 立 ・国立大学の民営大学への転換

第20章 本 協会創立50周年記念事業の実施について
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1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

大学紛争とその対策
戦後学生運動の動向
悪気流の中の大学
国立大学協会の見解
① 最 近における学生運動に関する意見
私大協 ・私大連の見解
① 大 学における学生の地位 ・参加問題について
② 「大学管理運営体制のあり方J中 間報告
③ 大 学の管理運営について (案)
日経連 ・経済同友会の見解
① 直 面する大学問題に関する基本的見解
② 大 学の基本問題 (中間報告)
③ 大 学問題の背景と基盤
日本学術会議の見解
① 「大学問題について」中間報告
② 「大学問題について」勧告
③ 文部次官通達に反対の声明
④ 「大学問題について」報告
③ 「大学問題について」声明
中央教育審議会の見解
① 当面する大学教育の課題に対応するための方策について
日本における大学紛争・学生運動と共産主義勢力との関係
大学の運営に関する臨時措置法
大学の運営に関する臨時措置法案提出にあたっての政府声明
戦後大学の歩みと大学紛争
学生運動に関する事例集

私学三法 と私学助成

私学三法の制定
1 私 学三法について

2 私 立学校法解説

私学助成

創立当時の日本私立大学協会
教育刷新委員会
文化国家の建設と私学振興の急務
学問の自由と私学
私学の奮起を望む
僅かばかりの私学貸付金
私学の復果と助成方策
「私学復興」の歩む道
私学の官僚統制を排斥する
新制大学と一般教育
第一部 ・第二部 ・第二部 ・第四部通信 ・就任挨拶
憲法第89条について
私学助成違憲説 ・合憲説
日本私学団体総連合会会民」
日本私立大学協会会則 (創設時)
私学振興の理合
私学の助成と公共性
国と私学
教育学術新聞 創 刊時 論 説
① 国 公立大学を法人に移管せよ
② 私 学の特色
③ 私 学の経営
④ 私 学振興の基礎
⑤ 全 私学連合の発足
私学と国庫助成
私学助成 (公費助成)の 基本
私学法制定10周年を迎えて
私学法の指向するもの
私立学校法制定から10年
私学助成
平成14年度私立学校関係政府予算の概要
学校法人 ・私立大学の管理運営
建学の精神と理事会
私立大学の存在理由について
大学の管理運営体制に関する従来からの問題点例
大学の管理運営体制の在り方について (中間報告)
大学管理の重要事項例
高等教育機関における管理 ・運営に関する意見
大学の管理運営と教員人事について
高等教育財政と大学の設置形態
教職員の就業問題を中心として
学校法人・私立大学の基本
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第6編 成 熟期の活動
第15章 第 3次教育改革
15.1 高 等教育改革の重要事項に関する見解
15,2 大 学審の10年一―評価と展望

15   3
1 5  4
15   5
1 5  6
15   7
15  8
15  9
15. 10
15 11
15 12

15 13

大学におけるカリキュラム等の改革状況について
大学審議会の審議経過
経済団体の提言
教育問題委員会中間報告 一大学の基本問題一

高次福祉社会のための高等教育制度
教育の基本問題に対する提言
教育の基本問題に対する産業界の見解
大学は多様な人材育成を1 従 来の学校観の転換を1
育英奨学制度の現状と寄付金税制について
選択 ・責任 ・連帯の教育改革
～学校の機能回復をめざして～

規制改革の推進に関する第1次答申
日本私立大学協会創立以来の事業概要
法律 ・予算関係事業
教育 ・研究 ・管理運営関係事業
国際協力関係事業
関係諸機関との協力事業
広報関係事業
参 考 資 料
2002年度 (平成14年度)重 点目標事業
2002年度 (平成14年度)事 業計画
2002年度 (平成14年度)教 育学術新開発行要項
2002年度 (平成14年度)私 学高等教育研究所事業計画
日本私立大学団体連合会2002年度 (平成14年度)事 業計画
各種委員会 ・協議会 ・研修会 ・広報 ・研究所

第16章
6
6 .
6
6
6
6
6 .
6
6
6 .
1 6  1
第17章

17. 15
第18章
18   1
1 8  2
18.  3
1 8  4
18   5
1 8 .  6
18   7
18  8
18  9
18 10
第19章

17 1 専 門委員会
17 2 私 立大学基本問題研究委員会
17 3 教 育学術充実研究委員会
17 4 大 学基準問題検討委員会
17 5 大 学経営支援 (MS)委 員会
17 6 国 際交流委員会
17 7 学 生生活指導研究委員会
17 8 研 究委員会
17 9 大 学情報図書館研究委員会
1710 大 学事務研究委員会
1711 大 学教務研究委員会
1712 大 学経理財務研究委員会
1713 就 職委員会
1714 教 育学術新聞
私学高等教育研究所
日本私立大学協会出版目録
管理 ・運営 ・事務関係
教育研究 ・教務関係
大学図書館関係
会計 ・経理 ・財務関係
学生指導 も就職関係
各種研修会 も協議会報告書、事業年報
全国私立大学入学案内
機関誌 「教育学術新聞J関 係
記念出版
研究出版
教育学術新聞

19 1 教 育学術新開発行要項
19.2 第 2000号記念座談会
① 21世紀 私 立大学の挑戦
② 今 も変わらぬ官私の差別
③ 故 矢次先生の先見性と決断

19 3 特 集 ・創刊時の 「論説J
① 創 刊の言葉
②  〔論説〕私学振興が急務
③  〔論説〕本末転倒の文教予算
④  〔論説〕私学の特色
③  〔論説〕私学振興の基礎
⑥  〔論説〕全私学連合の発足
④  〔論説〕国立大学を私立大学に移行し大学財政の

均等3本立制度を確立せよ
19 4 人 件費助成要求の経過説明
19 5-1 私 大人件費国庫助成運動の10年(1)
19 5-2 私 大人件費国庫助成運動の10年(2)
19 6 佐 藤栄作元首相が逝去
19 7 詐 せぬ監督、規制盛り込み
19 8 私 学振興助成法が成立
19 9 矢 次保 「私学の自立 ・独立 ・自由・自治」を貫く
第20章 附 置私学高等教育研究所
20 1 主 要事業
20 2 そ の他の事業
20 3 私 学高等教育研究所報告書
20 4 教 育学術新聞への寄稿




